
       

 

  

 

第５０回公正入札調査会議（契約の適正化小グループ） 

の議事概要について                

 

 

 

 標記の会議について、以下のとおり議事概要をお知らせします。 

 

１．開催日・場所 

令和５年１０月１７日（火） 

中央合同庁舎３号館８階特別会議室 

 

２．出席委員 

     大橋  弘  東京大学大学院経済学研究科教授 

楠  茂樹  上智大学法科大学院・法学部教授 

堀田 昌英  東京大学大学院工学系研究科社会基盤学専攻教授 

                         【敬称略（五十音順）】 

 

３．議事 

（１）令和５年１月１日～令和５年６月３０日に締結された随意契約及び一

般競争契約の報告及び審議 

    

     国土交通本省等が令和５年１月から令和５年６月までに発注した物品・役

務に係る契約の過程及び契約の内容（官庁営繕部所掌の工事の設計、工事監

理及び工事に関する調査並びに航空局所掌のものを除く。）の報告を行い、

計９９３件（随意契約６２０件、一般競争契約３７３件）のうち会議が抽出

した１０件に関して、入札及び契約の適正化に関する事項について審議を行

った。 

 

（２）その他 

   ・審査対象期間における契約状況の分析について説明した。 
 

 



       

 

  

 

 

４．委員からの主な意見等 

   別紙のとおり 
 

５．参考資料 

別添１：契約一覧総括表 

別添２：契約一覧表 

   別添３：公正入札調査会議（契約の適正化小グループ）実施要領 

 

 

 

 

 

  



       

 

  

 

                                       別紙 

１． 随意契約 

主な質問・意見 回答 

【事案１】３次元空間における歩行空間ネットワー

クデータ等整備検討業務（総合政策局総務課） 

 

・公示期間を２０日にしたということだが、それは、

短過ぎるという指摘があったということなのか。 

 

・今回、同種の実績等を持つ事業者数は分からない

いうことではあるが、今回契約の事業者は唯一の事

業者だったのか、事後的に振り返りどう考えるか。 

 

 

 

 

・なかなか手を挙げてもらいにくいこともあり、少

し長めに公示期間を取るように対応している。 

 

・このようなシステム系の発注で、これまで実績の

ある者もいたことから、あと二、三社は来るとは思

っていた。 

 

【事案２】建設技能者のスキル向上・処遇改善に向

けた建設キャリアアップシステムの導入促進業務

（不動産・建設経済局建設市場整備課） 

 

・安価な就業履歴蓄積デバイスが今回の調査におい

て整理されたとして、それがどのような形でその調

査の後に実装されていくのか。 

 

・今後、利益相反のようなことがないよう気をつけ

るべきではと思う。 

 

 

 

 

 

・具体的には、その調査報告に基づいて、建設キャ

リアアップシステムの運営主体に実装されること

になる。 

 

・発注の仕方については、担当部局等とも調整しな

がら検討させていただく。 

 

【事案３】まちづくりのＤＸの推進に向けた３Ｄ都

市モデルのユースケース開発マネジメント等業務

（都市局都市政策課） 

 

・3D 都市モデル整備・活用・オープンデータ化プロ

ジェクト（ＰＬＡＴＥＡＵ）のシステムは事業者に

帰属しているのか。 

 

・様々な方がＰＬＡＴＥＡＵを使い始めてはいるの

で改めて随意契約をしなければならない理由如何。 

 

 

 

 

 

・国土交通省に帰属しており、当省のホームページ

から誰でも自由に閲覧出来るようになっている。 

 

 

・まだまだＰＬＡＴＥＡＵができて３年目、４年目

の段階であり、それだけでは不十分かと思ってい

る。そのため、完全に民間に任せておけばいいとい

う段階には残念ながらまだ至っておらず、今は国が

主導して進めていき、呼び水をつくっていかなけれ

ばいけない段階にまだあると認識している。 



       

 

  

 

主な質問・意見 回答 

【事案４】下水汚泥の肥料利用拡大に向けた処理場

特性の調査・検討業務（水管理・国土保全局下水道

企画課） 

 

・２者からの提案の採点において、かなり差がでて

いる項目があるが、公示に際して詳細な採点基準は

オープンにしていないのか。 

 

 

 

 

 

・詳細な採点基準は、オープンにしていない。 

 

 

 

【事案５】港湾の施設の技術上の基準の性能照査方

法に係る基礎的研究（港湾局技術企画課） 

 

・「参加意思確認書の提出を招請する公募」による発

注とのことだが、参加意思確認書を提出するものが

いなかったため、特定法人等との随意契約に移行し

たとの理解でよいか。 

 

 

 

 

・そのとおりである。 

【事案６】令和５年度民族共生象徴空間構成施設の

管理運営業務（北海道局総務課アイヌ政策室） 

 

・事務局への質問だが、当該契約は契約の相手先が

法令等の規定により明確に特定されているものに該

当していると理解するが、、適正化グループにおいて

改めて確認を要するものなのか。 

 

・競争性という観点で適正化グループを運営してき

た点からすると当該契約のようなものは事前に事務

局に精査してもらったほうがよい。 

 

 

 

 

・法令に則って随意契約できているかという観点を

御確認いただくという趣旨であると承知している。 

 

 

 

・次回からは精査させていただく。 

 



       

 

  

 

主な質問・意見 回答 

【事案７】ポストコロナに向けた国際会議誘致競争

力向上事業（観光庁参事官ＭＩＣＥ付） 

 

・発注時期を見直すことにより、1 者応募を改善し

ていくとのことであるが、どのように発注時期を見

直すのか。 

 

 

 

 

・それは本質的な解決なのか。また、来年度は違う

かもしれないし、繁忙期も読めないが。 

 

 

 

・実際に提案をしなかった事業者からのアンケート

によると、数週間発注時期をずらすだけでも対応が

異なっていたという回答を得ていることから、発注

時期を大きくずらすということではなく、２週間程

度前倒しにするとか後ろ倒しにするとかを検討し

ていきたい。 

 

・繁忙期自体は事業者によって読めないところはあ

ると思うが、観光庁において多くの事業をやってい

る中で、他の事業と発注時期を分散化するなどして

対応することはできると思う。そういったできると

ころはしっかり改善していきたい。 

 

                                                     

２． 一般競争 

主な質問・意見 回答 

【事案８】国土交通省行政情報ネットワークシステ

ムのクライアントＰＣ及びサーバーの更改に係る設

計・開発、賃貸借、運用及び保守（総合政策局情報

政策本部行政情報化推進課） 

 

・ＰＭＯは仕様書の内容のチェックをするというこ

とでいいのか。 

 

 

 

・ＰＭＯに依頼するというのは義務付けられている

のか。 

 

 

 

 

 

 

 

・ＰＭＯの場合、仕様書を渡し、実際に書きぶりで

あるとか、応札者に分かりやすい表現になっている

か、仕様書の内容を一字一句チェックしている状況

である。 

 

・デジタル庁に情報システムＩＤとして届出が出て

いるものについては、ＰＭＯの審査を受けるという

フローになっている。 

【事案９】令和５年度～９年度住宅瑕疵担保履行法

基準日届出システムの保守・運用業務（住宅局参事

官（住宅瑕疵担保対策担当）付） 

 

 

 

 

 



       

 

  

 

主な質問・意見 回答 

・現行システムの保守運用業務として、また複数年

発注することを検討しているのか。 

 

・システムの開発者事業者以外が保守運用もできる

というところは、どこをもってそれを確証が持てる

のか。 

 

・そのとおりである。 

 

 

・「本業務を行うための開示情報」中で、令和２年度

のシステム開発以降の成果物については、これは一

切を開示するということになっている。この情報を

開示することをもって、別の事業者が手を挙げるこ

とは可能になっていると考えている。 

 

【事案１０】令和４年度審査・リコール課個別業務

システムの更改（物流・自動車局審査・リコール課） 

 

・一者応札の原因と改善策のところで、経験につい

て３年程度有する者を応札要件にしていることがネ

ックになっていたと書かれているが、発注者として

はこの要件を取り払うというのは可能なのか。 

 

 

 

 

 

・予定価格の算定プロセスはどの様なものか。 

 

 

 

 

 

・当該システムについては、自動車登録検査業務情

報システムのＭＯＴＡＳや、軽自動車検査協会のシ

ステム等と連携し、自動車の登録あるいは検査に活

用しているシステムである。そういったシステムで

あることから、道路運送車両法等について、ある程

度知見は必要であると考えている。しかしながら、

経験年数を３年とするのか否かなど、詳細について

は今後検討していきたい。 

 

・複数者から参考見積を徴取し、それらを用いて算

定している。 

 


